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CTVビルに関する審問について

王立調査委員会とは
王立調査委員会は、ある問題に関してニュージーランド政府が採用できる最も重大な対応策で、非常に重要で困難な事柄について審査を行います。

王立調査委員会は、事実認定と将来の再発防止に積極的に関与します。本委員会はある状況が生じた原因について審査し、その再発を防止するための政策や法律改正について勧告します。
政府は調査事項を確定し、審査すべき主題を設定します。しかし、王立調査委員会は政府からは独立した存在です。審問を実施し、委員会を運営する方法は、委員長と委員が決めます。政府は委員会が審問を行う方向性に干渉したり、その結果に影響を与えることはできません。

王立調査委員会は問題の原因究明のためにふさわしいと考えられるいかなる事柄をも審問することができます。総督（ニュージーランドの国家元首であるニュージーランド女王エリザベス2世の代理人）によって任命される高等裁判所裁判官が委員長となり、証人、書類作成、費用の裁定に関して強制力を持っています。この力により、王立調査委員会はそれ以外の方法では得ることの難しい情報を明らかにすることができます。

カンタベリー地震王立調査委員会の設立

カンタベリー地震に対応して、2011年3月14日に内閣（ニュージーランドの現政府の中心的政策決定機関）はカンタベリー地震の結果発生した建物の破損に関する審問のために王立調査委員会を設立することに同意しました。本委員会は現職の高等裁判所裁判官であるマーク･クーパー判事が委員長を務めています。
2011年4月13日までに、もう2人の委員、著名な技師ロン･カーター卿とフェンウィック教授が任命されました。調査事項も最終決定しました。
2011年5月4日に、委員たちはクライストチャーチで第1回目の会合を持ちました。委員たちを補佐するためのスタッフ事務局も設置されました。さらなる事務支援はニュージーランドの内務省が提供します。
カンタベリー地震王立調査委員会が行う審査とは


委員会の調査事項は広範囲にわたっており、しかも、調査結果はカンタベリー地方だけでなく、ニュージーランド全体に影響するものです。調査事項は次の2つの主要分野に注目するよう求めています。
1. 　クライストチャーチの中心業務地域（CBD）の建物。委員会は、具体的に、いくつかの建物にひどい破損がもたらされたのはどんな要因によるのか、いくつかの建物の破損が多数の死傷者を出したのはなぜか、破損し、死傷者まで出した建物には、他の建物とどんな違いがあったのかという点を考察しています。このことは、とりわけ、破損に至った建物の特性（例えば、築年数、場所、建物が最善の地震リスク対策を講じていたか、どうか）に考察することを意味しています。　 
委員会はこれらの事柄を立証するために建物の代表標本を考察するよう求められています。この標本には、カンタベリーテレビ（CTV ）ビルやパインゴールド・コーポレーション（PGC）ビルを含む死者を出した建物が含まれます。また、階段の崩壊したフォーシスバー・ビルとホテルグランドチャンセラー･ビルも、他の多くのビルと同様に審査します。
2.　ニュージーランドの各中心業務地域の建物の設計、施工、保守に対する現行の法的要件および最善のリスク対策要件の妥当性。これは、それらの要件にどのような変更を加えるべきかを考察することを意味しています。
審問の対象外になるものとは

王立調査委員会は法的権利や義務を決定することはできません。カンタベリー地震王立調査委員会は次の事柄を審査することはできません。

· 法的義務や債務
· 地震捜索・救済活動
· クライストチャーチ市中心業務地域の再建を目的とする設計、作業計画、その他の選択
委員会の審問実施の方法とは

本委員会は徹底した公開審問を実施します。このために、

· ニュージーランド国内で適切な専門技術を持っている個人や団体からの助言を求めてきました。
· 海外の著名な同領域の専門家たちを関与させて主要な報告書類を検討させる方策を採用しました。

· 一般市民からの参加意思表明を呼びかけました。


· 委員会の働きを促進する情報を持っている可能性のある個人や団体を特定しました。
· 参加意思表明書を提出した人やその他関連性のある貢献ができると思われる人々に証言や提案を呼びかけています。
· 受け取った助言、証言、提案を委員会のドキュメントライブラリ内の本サイトで公開しています。
· 公聴会を開いて、問題点を明らかにし、疑義のある材料を検証し、主要な証拠について公の場で確実に検討するようにしています。
CTVの審査

委員会によるCTVビルの破損についての審査は順調に進んでいます。ビルの倒壊の目撃者だけでなく、建物の所有者、技師、テナントを含む広い範囲にわたる種々の場所や情報源から証言を集めています。

CTVビルの破損についてニュージーランド建築住宅庁（DBH）が別個に実施した技術審査の結果も既に入手し、考慮に入れています。

建築住宅庁は建物の破損に関する報告を出すように技術コンサルタントに指示を出しました。委員会では、建築住宅庁がコンサルタントからの報告書類を検討するように任命した専門委員会からの報告書も入手しました。

DBHの技術審査の結果が委員会にとっても重要な支援になることを期待する一方、委員会ではCTVビルの倒壊の原因に関する独自の見解を得ようとしています。サンフランシスコ出身の著名な構造技術者ウィリアムホームズ氏が同領域の専門家としてDBHの報告書を検討中です。

CTV公聴会

継続中の審問の一環として、CTVビルについての公聴会が2012年6月25日から始まる週に開催されます。この公聴会は5週間に及ぶものと予想されます。
その意図と目的は、重大な人命の損失をもたらしたCTVビルの倒壊の原因を究明することです。審問の内容には少なくとも以下の事柄が含まれます。
· 地方自治体であるクライストチャーチ市によって発行された初期の建築許可
· 建物の施工と設計
· テナント予定者によって1990年と1992年に認知されていた構造上の弱点
· 9月と12月26日の地震で被った損傷、および、建物内に居た職員の損傷についての証言
· 着手された査定処置、特に9月の地震後の処置

ニュージーランド建築住宅庁の技術審査の結果は公聴会の最中に論議される予定です。公聴会はインターネット上で、英語で、リアルタイムで流されるでしょう。公聴会の映像と転写記録も入手可能になるでしょう。

委員会はニュージーランド政府や各国大使館と翻訳や通訳サービスについて協議中です。

公聴会に先立ち、遺族の方々は委員会のオンライン保管文書利用システムを介して内密の取り扱いで証言を利用する権利を得ることができます。この証言は英語でのみ利用可能となります。アクセスを希望される場合は委員会までご連絡ください。

最終報告書

委員会の審問がいったん終了したら、以下の事柄を総督に報告します。

(a) 　ニュージーランド国内の建物の耐用年限内に起こりうる地震に起因する建築物破損の防止や最小化のために、必要もしくは適切とされる何らかの対策、および、

(b) 　その対策のための費用、および、

(c) 　地震による建物破損のリスク管理に適用するという範囲内での、建築設計、施工、維持管理のための法的要件および最善の対策要件の妥当性

2011年10月に、委員会はカンタベリー地方の震災復興の一部である再建および修復作業に関する初期政策決定を啓発する中間勧告を盛り込んだ中間報告書を提出しました。
最終報告書は段階的に提出される予定です。最終報告書の第一部には、クライストチャーチ市中心部におけるカンタベリー地方の震災からの復興に関する初期政策決定を啓発する最終勧告が含まれます（但し、崩壊により人命の損失をもたらした特定の建物の詳細事項については取り扱いません。）この報告書は2012年6月29日までに提出される予定です。

委員会による最終報告書の残りの部分は2012年11月12日以前に提出される予定です。この部分には、特定の建物が崩壊し人命の損失をもたらした原因の解明、および、このような悲劇の再発防止の一助となるような、ニュージランド中の中心業務地域に対する最終勧告が含まれます。

最終報告書の提出が行われた時点で、本委員会は解散されます。審査結果や勧告はニュージーランド政府を含める何者をも拘束するものではありません。その報告書をいつ公開するか、また、委員会の勧告に対する適切な対応をいつ公開するかは政府が決定するでしょう。

遺族への支援

遺族や生存者が明瞭で適切で時宜にかなった情報を利用できるようにすることが委員会の最優先事項です。全ての人が委員会からの情報を望んでいるとは思えませんので、委員会の連絡簿に名前を載せることを希望される方はご連絡ください。

ニュージーランド警察は委員会に遺族の方々の名簿を提供しました。遺族の方々で委員会から直接連絡が来ていない場合は、委員会がその方の連絡先を把握していないか、あるいは、連絡先が変更になったからだと思われます。審問についての情報提供の継続を希望される方は委員会までご連絡ください。

家族・コミュニティー連絡係のケイトコリンズが最初の連絡先になるはずです。例えば、彼女は審問過程について説明したり、情報利用のための手助けをしたり、公聴会の最中に個人的な支援を提供することができます。彼女はまた遺族の方々の連絡先を建築住宅庁に提供して、その技術審査の結果を継続的に遺族の方々にお知らせできるようにいたします。

委員会を支援している顧問（弁護士）の一人、マーカスエリオットは遺族と負傷された方の利益を代表することに関心を集中させています。法的性格を持った質問には彼がお答えいたします。

本情報は、2012年2月に改訂されたものです。
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